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営業スタイルが変われば、ビジネスが変わる――。こうしたことをテーマにした
本特集の最後に紹介するのは、これまでの常識を覆す営業スタイル。訪問型のス
タイルか、来店型のスタイルか。こうした概念を根底からひっくり返すインパ
クトを持っているのが「クラウド」だ。クラウドによるコミュニケーションを
１００％前提にした営業スタイルで、およそ２年半で５０社以上の顧問先を獲得
した弁護士が現れた。日弁連の調査（2014年）によると、顧問先を５０社以上持っ
ている弁護士の数はわずか１％ほど。この数字と比べると、この実績がいかに驚
異的な数字なのかが分かる。クラウド型の営業スタイルは、いかにして生まれた
のか。横浜パートナー法律事務所、藤井総氏に話を聞いた。

２年半で顧問先を５０社超
獲得した「ＩＴ弁護士」

―先生は「クラウドを駆使するＩＴ企業特化
の弁護士」として、顧問先を急速に増やして
いるというお話を聞きました。顧問先は現在
何社ですか？

　現在（取材時点）５７社です。
全て私個人で担当しています。
―顧問先とのやりとりに、クラウド型ビジネ
スチャットの『チャットワーク』を使われて
いるそうですね。それが引き合いとなって受
託となることも多いのでしょうか？

　はい。４０社以上はチャットが
少なからず引き合いになったと考
えられます。その他は顧問先から
の紹介などになります。
―なるほど。しかし、そもそも一人で顧問先

を５７社も持つという数字自体が驚異的です
よね？

　 そ う で す ね。 日 弁 連 が 昨 年
（2014 年）に発表した「弁護士
実勢調査」では、弁護士全体の中
で顧問先を持っている弁護士が約
５５％、同じく弁護士全体の中
で顧問先１０社以上を持つのが約
２０％、５０社以上になるとわず
か約１％ほどになるそうです。
―そうした状況にも関わらず、一人で５７社
もの顧問先を持たれている。これは本当に驚
きの数字です。どのくらいの期間で獲得され
た件数なのですか？

　およそ２年半前に『チャット
ワーク』を導入して、その頃から
営業に際してチャットをアピール
ポイントにし始めました。顧問先

の大部分は、この２年半の間に獲
得しました。
―件数もそうですが、その獲得ペースも驚異
的ですよね。

　そうですね。他の弁護士は長い
年月をかけて顧問先を増やしてい
ると思うので、２年半というペー
スはかなり早いと思います。
―それができた理由は、チャット以外には何
があったと思いますか？

　ターゲットをＩＴ企業に明確に
絞り込み、それに特化したからだ
と思います。ＩＴ企業の案件とい
うのは、ソフトウェア開発契約、
ライセンス契約、ウェブサービス
の利用規約など、業界特有の契約
はもちろんのこと、ＩＴの技術や
業界慣習を理解する必要があっ
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て、弁護士の中では参入障壁が高
い分野なんです。特に、年配の弁
護士にとってはとっつきにくい。
だからブルーオーシャンとして
残っていたんですね。

中小、中堅のＩＴ企業が
ブルーオーシャンだった

―顧問先は、ほとんどがＩＴ企業ですか？

　９０％以上はそうです。ＩＴに
特化する以前に知り合った不動産
会社や運送会社など、ＩＴ以外の
企業もありますが、それ以降に契
約した顧問先は、ほぼすべてＩＴ
企業です。
―ＩＴと言っても定義は広いと思いますが、先生
の顧問先にはどのような企業が多いのですか？

　ＩＴ企業には、２種類のタイプ
があります。ひとつは受託開発系
の会社で、もうひとつは自社のプ
ロダクトを持っている会社なので
すが、私の顧問先に多いのは後
者ですね。規模としては、３０～
５０名規模の中小企業が多いです
が、１００名以上の中堅企業も増
えていますし、上場企業のＩＴ部
門や外国政府系のＩＴ機関とも顧
問契約をしています。ベンチャー
というより、どちらかというと社

歴のある企業が多いです。
―顧問料はどのくらいになっているのですか？

　プランは３つ用意しています。
５万円、１０万円、１５万円の３
種類で、顧問先によってはカスタ
マイズすることもありますが、基
本はこの価格で受けています。
―３つのプランの違いはなんですか？

　一番大きな違いは、契約書に対
するスタンスです。５万円プラン
はチェックのみ。１０万円プラン
では作成もしますが、定型的なも
のに限ります。１５万円プラン
は、イレギュラーなものも含めて
何でも対応します。
　５万円プランは「気軽に相談で
きる弁護士が欲しい企業向け」、
１０万プランは「契約書の作成・
チェックが頻繁に発生する企業向
け」、１５万プランは「自社に法
務部が欲しい企業向け」というの
がキャッチコピーです。
　どのプランでも、相談は何度で
も無料です。５万円プランの顧問
先が、数としては一番多いのです
が、最近は１０万円以上のプラン
の顧問先が増えてきています。平
均すると単価は６万円くらいにな
ります。
―この顧問料は相場から考えると高めですよね。

　そうですね。最近の傾向として
弁護士の顧問料が下がっていて、
昔は平均５万円ほどだったのです
が、最近は３万円に設定している
弁護士が多いですね。そういう
意味では、この時代に平均単価が
６万円というのは高めだと思いま
す。
―競合となる事務所はありますか？

　大手ＩＴ企業を相手にしている
事務所や、ＩＴベンチャー企業に
強い事務所などはありますが、競
合はしませんね。同じＩＴ企業で
も、私の顧問先の多くは、昔から
Ｂ to Ｂの業種・業務特化型のソフ
トをコツコツ作っている企業や、
地方でしっかりとした顧客基盤を
持っている受託開発系の企業のよ
うな、中小・中堅のＩＴ企業が多
いのです。
―これまでは、どのような弁護士がそういっ
た企業の顧問をしていたのですか？

　社長と繋がりのある年配の弁護
士や、会社の近所に事務所がある
弁護士などです。しかし、そういっ
た弁護士は、大抵の場合ＩＴに関
する知識が十分でないので、話が
通じない上に仕事が遅いというこ
とで、企業側としては不満に思っ
ていることが多かったのです。

取材は、AppleStore 銀座で行われた「iPhone
と iPad の活用で大きく変わる士業ビジネス」と
いうセミナーでの講演直前、松屋銀座のカフェに
て行った。ビジネスも取材もどこででも。これぞ

「ＩＴ弁護士」の真骨頂
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レスポンスのスピードで
差別化する

―顧問先に対して、どのようなサービスを提
供しているのですか？

　相談内容で多いのは、契約書の
チェックや作成ですね。それか
ら、ビジネススキームの検討の相
談もあります。「こんなビジネス
をパートナーと組んでやろうと
思っているけど、何かリスクはあ
りますか？」というような相談が
多いですね。あとは債権回収、労
務問題、知的財産関連など、一般
的な企業法務の分野です。トラブ
ルが起こる前の事前相談、予防法
務の案件が一番多いです。
―そういった相談のやりとりにチャットを
使っているのですよね。どのようなところに
メリットを感じますか？

　まずひとつは、オンラインの環
境さえあれば連絡が取れるので、
仕事をする場所に縛られないこと
ですね。家でも外出先でも、今ま
さにこうしてカフェで取材を受け
ながらでも、仕事ができています
（笑）。
　もうひとつは、レスポンスが非
常に早くなることです。メールだ
と、ある程度内容をまとめて完結
させて、文章の体裁も整えてから
でないと送りにくいですよね。そ
れがチャットの場合は、送りたい
内容を瞬時に送れますし、体裁を
整える必要もありません。そう
いった意味でコミュニケーション
が簡単になりました。
―専門的な話もチャットで行うのですか？

　そうですね。例えば契約書の中
のひとつの文言の解釈を聞きたい
とき、今までだったら、事務所に
電話して取り次いでもらって、面
談の日時を決めて、事務所に行っ
て、弁護士に口頭で答えてもらっ
たことをメモして、帰って上司に
報告するという、これだけの工
程を踏まなければなりませんで
した。でもチャットだったら、

「この文言の解釈はどうなります
か？」とメッセージを送れば、「こ
うですよ」と返事がきて終了で
す。そのメッセージは、グループ
チャット内のメンバー間で共有で
きますし、文字として残るのでそ
のまま記録になります。
―ビジネス的には、記録に残るということが
一番のメリットですよね。

　はい。私としても、その都度会っ
て面談をする手間をとらなくてす
みますし、クライアント側も気軽
に相談できます。場所を選ばない
ので、全国どこにいても同じ密度
でやりとりができます。そのた
め、私の顧問先は全国に所在して
います。
―逆にデメリットはないのですか？　例え
ば、チャットで細切れのやり取りをしている
中で、部分だけの解釈で全体を見ていなかっ
たなどというトラブルが起こり得そうです。

　そういったトラブルの有無は、
そもそも弁護士自身のスキルによ
ると思います（笑）。面談だから
体系的に答えられて、チャットだ
から難しいというわけではないと
思いますね。

クライアントのニーズに
応えるツール

―『ＩＴ弁護士．ｃｏｍ』というサイトも運営
されていますが、そこからの獲得もありますか？

　現在の顧問先のうち、２０社ほ
どはサイトからの引き合いです
ね。「ＩＴ弁護士」というネーミ
ングがキャッチーで良かったよう
です。
―その他にマーケティングはしていますか？

　あとはわりと地上戦をしていま
すね。ＩＴ関係の勉強会や交流会
などに顔を出して、地道に人間関
係を広げています。そういった
意味では伝統的な営業スタイル
です。ただ、参加するのはＩＴに
関係する会だけに絞り込んでいま
す。
―なるほど。しかしＩＴ企業とはいえ、チャッ

トワークのアカウントを持っている企業ばか
りではないですよね。

　ベンチャー企業ではない限り、
ほとんどの企業は持っていませ
ん。ですから、営業の段階でアカ
ウントを取ってもらうのです。
―どのような流れで、営業段階からやりとり
をチャットに移行させるのですか？

　まず、最初のコンタクトとなる
問合せメールに対しては、メール
で返信をします。最初は「契約書
の作成に関して相談させてくださ
い」というようなざっくりとした
問合せ内容なので、「どういった
内容ですか」というように大まか
なヒアリングを返信します。す
ると、それに対して再び答えが
返ってくるので、それに返信する
とともに、「以降の相談は細かく
なるので、チャットワークという
ツールでやらせていただきます」
と言って、私からアカウント申請
メールを送ります。
　相手もＩＴ企業なので、ほとん
ど抵抗感なく移行できます。そう
やってコミュニケーションを重ね
た上で、面談するので契約もス
ムーズに結べます。
―なぜ、他の弁護士の間ではチャットが使わ
れていないのでしょうか？

　チャットについて、弁護士から
よく出るネガティブな意見は、「す
ぐに回答しなければいけない」「頻
繁にくる相談に答える負担が大き
い」「すべて文字として記録が残っ
てしまう」といったことです。こ
れには、クライアント側のニーズ
と、弁護士側の考えがいかに違う
かということを感じます。クライ
アント側のニーズは、まさに「す
ぐに回答がほしい」「気軽に相談
したい」「記録を残しておきたい」
というところにあるのですから。
―藤井先生の驚異的な事例は、今まで弁護士
がそうしたニーズに応えてこれなかったこと
の裏返しのようですね。これは大きなヒント
になりそうです。貴重なお話をありがとうご
ざいました。　　　　　　　　（朝河さくら）
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